
成果事例集
［令和５（2023）年度］

01 赤帽滋賀県軽自動車運送協同組合
煩雑な消費税計算等の負担を軽減する売
上管理システムの再構築事業

02 協同組合カーテクセンター湖北
組合工場の業務効率化に向けた車検オン
ライン予約システム構築事業

03 協同組合平和堂同友店会
「LINE」を活用した各支部運営のデジタル
クーポン発行システム構築事業

04 滋賀県医師協同組合
組合員向け売上管理システムにおける業
務効率の改善事業

05 滋賀県学校給食協同組合
B to B用パンのオンライン受注システム構
築を目指す開発仕様書作成事業

06 滋賀県下水道保全事業協同組合
受託施設の維持管理における業務効率化
システムの基本仕様作成事業

［令和６（2024）年度］

01 滋賀カーゴ軽自動車運送協同組合
運賃見積自動発行システム構築事業

02 滋賀県印刷工業組合
組合受注プラットフォーム構築事業

03 滋賀県タイヤ商工協同組合
タイヤ脱着作業の管理システム作成事業

04 総合未来協同組合
外国人材受入支援管理システム構築事業

05 多賀森林循環事業協同組合
地域産材（びわ湖材）加工製品のECプ
ラットフォーム構築事業

06 長等商店街振興組合
販促・集客に向けたシステム構築事業

組合で取り組む
DX推進

（五十音順）
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【DX（Digital Transformation 
［デジタルトランスフォーメーション］）とは】
　DXとは、『企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジ
タル技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビ
ジネスモデルを変革するとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、
競争上の優位性を確立すること。』（経済産業省「デジタルガバナンス・コード2.0」）と定義づ
けられています。そして、中小企業におけるDXの推進は、デジタル技術の活用によって新たな
ビジネスチャンスを生み出し、市場や顧客ニーズが変化する現代のビジネス環境において競争
力を維持・強化するために重要な戦略となっています。

【中小企業組合で取り組むDX推進の効果と事例】
　デジタル技術や蓄積したデータの活用ができるよう中小企業組合においてDXを推進し、新た
なビジネスモデル等を構築することで、組合だけでなく組合員事業者においても、現場の生産
性向上、業務管理の効率化による働き方改革の実現、新たな販路開拓、新製品・サービスの開
発など、様々な経営課題の解決への効果が見込まれます。

中小企業組合で取り組むDX推進について
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DX推進の事例

　中小企業・小規模事業者の組織体である組合において、そのスケールメリットを活かしながらＤＸ
推進に取り組むことは、組合員である中小企業・小規模事業者の生産性の向上、働き方改革の実現、
販路開拓への大きな効果が期待されます。

●�生産性向上・業務効率化に向けた受発注・業務管理等システムの構築
　（例）�従来の組合と組合員間との取引、共同販売事業等の手作業や紙ベースの業務プロセスをデジタ

ル化することにより、時間や人的リソース、事務コストを節約して、組合並びに組合員での効
率的な業務遂行の実現に繋がることが想定されます。

●�販路開拓に向けた販売・情報発信等システムの構築
　（例）�組合員が個々に行っていた物品販売等の側面支援として、組合ECサイトを立ち上げ、情報発信

を行うSNSとを連携したシステム構築することで、販売力強化だけでなく、顧客ニーズの効果
的な収集・提供につながり、組合員のサービスの開発への寄与が期待できます。

●�DX推進や構築したシステムの利用促進等に向けた講習・研修・周知
　（例）�組合として業界特有の課題を解決するためのデジタル技術を活用したモデルシステムの検討、

開発したシステムの利用促進に向けた講習・周知に取り組むことで、個々の企業では対応が難
しい業界が抱える課題解決の一助となることが想定されます。
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［令和６年度］

滋賀カーゴ軽自動車運送協同組合
平成６（1994）年設立。法人を対象とした、24時間365
日、全国どこへでも指定の場所・時間に配送するスポット輸送
「チャーター便」が主要事業。顧客の荷物を安全確実に搬送
し、ニーズに沿ったきめ細やかな運送事業を行っています。

運賃見積自動発行システム構築事業

組合の概要

栗東市小野735番4号
TEL. 077-552-7825

　組合では、24時間365日、全国どこへでも指定の時間へ配送するスポット輸送である「チャーター便」を主要事業
としていますが、令和５（2023）年度から法人顧客が個別に行っている社内便等を集約しコース配送を定期的に実施す
る「サブスク便」を共同受注の新たなサービスとして、提供し事業展開を行っています。燃料や車両費等の物価高騰に
より価格競争が激しくなり、収益改善に向けて組合運営の効率化を推進するため、運賃見積自動発行システム構築に向
けた取組を開始しました。

①取組に至る背景・目的

URL https://www.shiga-cargo.jp
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●システム導入による事務作業の業務効率化の実現
　当初「サブスク便」向けに想定していた運賃見積自動発行システム(運送料金シミュレーター)ですが、顧客の利便性
の観点から主要事業である「チャーター便」にも対応できる内容として、組合webページ上に組み込みました。顧客側
でオンラインによる運送見込時間・概算料金の自動シミュレーションが可能となり、電話・メールでの新規案件の見積
発行依頼が大幅に減少し、事務員による見積作成もシステムによる自動算出を基準とすることで、従来の４分の１程度
の時間での見積書発行を可能としています。
●事務効率化によるドライバー等の働き方改革の推進
　本システムは、支払業務における配送ドライバーの実際の走行距離の整合性確認作業にも活用しています。システム
では精度の高い距離算出が行われるため、これまでの半分程度の時間で作業が完了するようになり、残業時間を含め
た労働時間が削減でき、生産性の向上により事務局職員の働き方改革の推進に繋がりました。

②取組の内容と成果

③今後の展開と目標
　組合で提供しているサービスの特性上、顧客の希望する配送コース・時間等を踏まえた適切な料金提案を行うことが
必要不可欠ですが、本システムの導入により、レスポンスの早い営業活動が可能となりました。本事業は運営事務の効
率化による経費削減を目指したものですが、高度な料金シミュレーターの構築によって組合の営業力強化にも繋がって
おり、システムを活用しながら顧客対応をすることで売上増加に向けた取組にも注力していきたいと考え
ています。

サブスク便パンフレット

基本的な料金を記したページの一部運送料金シミュレーター画面

※当資料は令和７年２月現在の実績です。
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［令和６年度］

滋賀県印刷工業組合
昭和32（1957）年設立。あらゆる印刷物の企画・制作を専門的に行う
印刷会社で構成されるプロ集団。印刷に関する教育・情報提供事業を
中心に調査研究や技術力向上に取り組み、業界全体の健全な発展を
目指して組合活動を行っています。

組合受注プラットフォーム構築事業

組合の概要

守山市勝部三丁目11番16号 アヴァンセ守山302
TEL. 077-582-6184

　印刷業界では電子化が加速、紙媒体の印刷物が減少傾向にあり、Webコンテンツ制作、
商品企画デザイン、ＥＣサイト運営等、印刷物以外の制作業務を含めた営業活動を展開し収益性の確保を図ろうとして
います。
　当組合では、滋賀県立大学と連携し「淡

お う み
海のいろ」プロジェクトを立ち上げ、色彩そのものに地域性や文化的なス

トーリーを持たせ、「淡海のいろ」を使った商品・サービス開発等、新市場に販路を広げられる可能性が出てきました
ので、組合の「受注プラットフォーム」を備えた組合Webページを再構築する取組を開始しました。

①取組に至る背景・目的

URL https://www.pia-shiga.com

③今後の展開と目標
　令和７（2025）年に組合設立75周年の節目を迎えることとなり、印刷業の「社会における存在意義」を改めて見直
す事業の礎とすることができました。今後は、淡海のいろプロジェクトの状況やＳＮＳとの連動をさらに進めることで、組
合・組合員に繋がるプラットフォームとして組合Webページを活用し、組合員の受注機会の更なる創出を目指すほか、
将来的にはEC機能の追加も含めた展開を模索していきたいと考えています。
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●受注プラットフォーム構築による情報共有と販路開拓
　Webページに設置した問合せフォームを通じて、「淡海のいろ」プ
ロジェクト関連を含めて約１か月で28件の相談が寄せられました。
これまで電話やファクシミリを用いて事務局が介在して組合員に取
り次いでいた各種相談案件について、問合せフォームから担当す
る組合員に対して迅速に情報共有を行えるようになり、その結果、
相談から受注に円滑につなぐ業務フローを構築することが出来まし
た。レスポンスの早い対応が組合員の受注機会の創出につながるも
のと期待しています。
　組合員が「淡海のいろ」の関連商品を開発し、Webページに掲
載することで、組合員のPRにもつながるなど、「淡海のいろ」を活用
した新たなビジネスモデルによる関連商品や本来業務である印刷
物の受注等、販路開拓に繋げていきたいと考えています。
●未来（次世代）に伝える「淡海のいろ」の管理体制の整備
　地域の印刷物の価値を高めるために文化的な領域に踏み込み、
滋賀の風土・文化・自然・暮らしの中に根付き、受け継がれてきた

「地域の色、伝統の色」を「淡海のいろ」として、全27色を収集・
選定しています。媒体により生じる色差の許容範囲をはじめとして技
術的に高い管理能力が求められますが、本事業を行う中で、業界団
体として責任をもって管理する体制が整えられました。

②取組の内容と成果

淡海のいろ展示会（滋賀県立美術館）

淡海のいろwebページ

滋賀県醤油工業協同組合
とのコラボ商品

※当資料は令和７年２月現在の実績です。
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［令和６年度］

滋賀県タイヤ商工協同組合
昭和24（1949）年設立。自動車用タイヤの販売・整備を専
業とするタイヤ専業店で組織する団体。安全・安心なタイ
ヤの使い方を広める活動として、自家用乗用車のメンテナン
ス履歴を記録する「メンテナンスパス」を発行しています。

タイヤ脱着作業の管理システム作成事業

組合の概要

大津市粟津町13番63号
	 TEL. 077-537-1406

　自動車におけるタイヤ事故は、タイヤ交換時の作業不備（本来、実施すべき
作業を省くなど正しい作業が行われていない）とタイヤ交換後の保守管理不備
が多いと推定されます。交換後１月以内に脱落が多数発生している現在の状況
は、タイヤ交換時期が短期間（11月末）に集中し、冬用タイヤへ交換作業が
集中することに原因があるものと推察されます。
　国等では、事故・作業不備防止のために作業管理表を作成し周知されていま
すが、組合としては、お客様の安心・安全のカーライフをサポートするため、作
業管理表をシステム化し全組合員企業が効率的に確認作業を行えるよう取組を
開始しました。

①取組に至る背景・目的

URL https://www.shiga-tire.com

③今後の展開と目標
　今後も国等が新たな法令や規則を制定することが予想されますが、本システムの内容改善について組合を通して国と
意見交換を行い、業界全体として顧客に安全性を提供していきたいと考えています。また、タイヤ交換時の作業風景
を撮影し、添付できる機能を追加するなど、より有益なシステムとすることを目指します。
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●システム導入による業務効率化の実現と生産性の向上
　国が作成したタイヤ脱着作業管理表をデジタル化することで、従来の手作業
による負担が大幅に軽減し、資料のPDF化を容易にしたことで書類の添付作業
関連の事務負担も軽減し、残業時間の削減に繋がりました。タイヤ交換の需要
がある寒い時期に屋外で管理表の記述をしなくても良くなったことで従業員の
モチベーションもアップしています。
　さらに、管理表のデータを直接取引先へメール等で送信できるようになった
ことが、ミスの防止や業務の正確性向上に寄与。業務効率が改善した結果、導
入した組合員では昨年同時期に比べて受注数が約８％増加しました。
●組合員への波及効果と帰属意識の向上
　今回の事業を通じて組合員がデジタル化を推し進めるという波及効果を生み
出しており、業界全体の作業効率が向上すると考えています。また、本システ
ムの活用で組合加入のメリット、ひいては組合への帰属意識の向上とアウトサイ
ダーの加入促進を図ることにも繋がります。
　多くの組合員が今後もＤＸ化を進める意向を示しており、デジタル化によるミ
スの削減や業務の標準化が期待されている状況です。今後も導入したシステム
の継続的な改善を行うことで、より効率的な業務運営が可能となります。

②取組の内容と成果

国が作成した作業管理表

タイヤ脱着作業管理表　

タイヤ脱着作業管理表一覧

※当資料は令和７年２月現在の実績です。
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［令和６年度］

総合未来協同組合
令和３（2021）年設立。地方における製造コスト増加や人材
不足という課題を解決するために、令和５（2023）年度より
技能実習制度（インド・ベトナム）および特定技能制度（ベ
トナム・ミャンマー）により、外国人材の受入事業を開始し
ました。

外国人材受入支援管理システム構築事業

組合の概要

東近江市種町1717番地
TEL. 0748-42-8419

①取組に至る背景・目的

URL https://tf-hope.com

③今後の展開と目標
　特定技能制度の活用が進む状況の中、外国人材の受入人数を令和７（2025）年度で現在の２倍程度まで増やす予定
をしています。転職が可能な特定技能の割合の増加に加え、育成就労制度が開始することで、今後の外国人材受入事
業は大きく変化していくことが見込まれていますが、この状況の中、今後は事務手続きの生産性向上を図ることで外国
人材と向き合う時間を増やし、各種制度の変更に対応していきたいと考えています。
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　日本は人口減少社会に突入し、国内需要は少子高齢化・人口減少等を背景に
長期的には縮小傾向にあります。組合では、人材不足に対応するため、技能実
習および特定技能制度による外国人材の受入事業の拡大を計画していますが、
受入れに関する事務手続きには、大量の資料を準備・作成し、更新する必要が
あります。今後拡大する外国人材の支援と管理方法等をシステム化することで、
組合運営の業務効率化を図り、生産性を向上させる取組を開始しました。

●システム導入による外国人材管理業務の効率化
　システムの導入により、まず受入組合員ごとと実習生ごとのスケジュール管理の効率化を図ることができました。ま
た、外国人材の受入人数が年度当初の３倍以上となったことで、職員を５名程度採用する必要があると考えていました
が、本システムを導入したことで、書類作成をはじめとした業務の効率が飛躍的に向上し、１名の採用で対応すること
ができました。
●業務効率化による波及効果
　本システム導入により本来かかるはずであった経費を削減し、その経費を職員に還元することや、さらなる組合事業
拡大への投資といった複数の選択肢を得ることができました。使い勝手の良いシステムを導入しているということで組
合員４社が新規に受け入れを開始し、今後も増加する見通しとなっています。

②取組の内容と成果

実習生登録画面 スケジュール管理システム画面の一部

※当資料は令和７年２月現在の実績です。
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［令和６年度］

多賀森林循環事業協同組合
令和２（2020）年設立。多賀町の根幹産業である林業の活
性化を目指し、地域産木材の加工・流通の促進、木材の地
産地消の拡大など、多賀町の川上から川下までの森林循環
の実現に向けた共同事業を展開しています。

地域産材（びわ湖材）加工製品のECプラットフォーム構築事業

組合の概要

犬上郡多賀町富之尾801番地
	 TEL. 0749-48-1510

　主要事業として多賀町の所有する木材乾燥施設の管理運営等を行っていますが、新たな収
益事業となるよう地域産材(びわ湖材)を加工した、食器・名刺入れ・木製表彰状・新生児の足
型パネル等の製作を行い、地域産材加工製品の販売事業を開始しています。そこで、販売を
効果的に展開するため、オンラインでのデジタル技術を活用したＥＣプラットフォーム構築の取
組を開始しました。

①取組に至る背景・目的

URL https://tagamori.com/

③今後の展開と目標
　本事業の実施により、地域産材(びわ湖材)加工製品を販売するECプラットフォームを構築しましたが、その販売成果
をあげるためには、広報活動に注力することが必要不可欠です。現状、組合の収入が限られる中で有償の広報は難し
いことから、無料で利用できるSNSを活用した広報に取り組むとともに、掲載商品の充実化に向けた新たな製品製作を
行う予定です。将来的には、本事業を更に活性化させ売上を伸ばすことで、組合の収益事業となるよう
事業展開を行う方針です。

05

組合ロゴマーク

新生児の足型パネル

●プラットフォーム構築による効率的な管理運営の実現
　今回、既成の販売管理サービスをカスタム導入した販売ページを立ち上げ、関連する組合Webページの更新を実
施。既成のサービスを活用したことにより、利便性の高いシステム導入が低コストで実現しました。
　これまで個別手入力で行っていた受注情報・売上管理をシステム上で一元管理することができるようになるなど組合
事務局の作業効率化に繋がり、組合が製作する木材加工品の販売活性化と効率的な販売事業の管理運営が実現してい
ます。
●組合事業の新たな柱としての位置づけ
　関係者を中心に情報提供を行い、販売ページを含む組合Webページのアクセス数については徐々に増加していま
す。販売についても、販売ページ立ち上げ以降に受注見込の問合せがあり、継続的な広報活動を行うことで、組合事
業の新たな柱として位置付けられるようにしたいと考えています。

②取組の内容と成果

ECサイトトップページ画面の一部 注文管理画面

※当資料は令和７年２月現在の実績です。
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［令和６年度］

長等商店街振興組合
昭和29（1954）年設立。商店街は、JR大津駅から北西に徒
歩約15分。西から長

なが
等
ら
・菱
ひし
屋
やちょう
町・丸

まる
屋
やちょう
町の三つの商店街が

連なり、アーケードの長さは計約600ｍの「ナカマチ商店街
（任意団体）」を構成しています。

販促・集客に向けたシステム構築事業

組合の概要

大津市長等二丁目3番26号
TEL. 077-522-0005

　商店街では、ＤＸが進んでおらず、時流に沿った取組が講じられずに店舗（組
合員）間の情報共有・情報伝達も対面での会話と紙の回覧で行ってきました。
また、集客・販促においても、チラシやタウン誌への広告掲載に留まるなど、費用対効果が検証されにくい状況でした。
　これらの課題を解決すべく、ＤＸを推進し商店街（組合組織内部）の円滑な合意形成の仕組みの構築とITを活用した
集客・販促を実現する取組を開始しました。さらに、観光客や訪日外国人（インバウンド）にも訴求できるノウハウを形
成し、商店街の活性化に繋げることを目的としています。

①取組に至る背景・目的

URL https://nagara.otsu-nakamachi.com

③今後の展開と目標
　参加店舗は当初の目標を上回る成果を挙げられましたが、ITツールの習得・活用度合いには個人差があり、エリア集
客実現のためには店舗同士の役割分担・連携とコミュニケーションが重要であることがわかりました。また、販促イベン
トの実施により今回事業に参加しなかった多くの店舗から関心を集めることができ、現在、この取組を規模拡大し、近
隣の商店街と合同で行う予定をしています。
　DXに取り組み、費用を抑えて“時流に沿った”イベントを実現できる、という実績は、商店街にとって大
きな一歩となりました。この経験を他の商店街とも共有していきたいと考えています。

06

商店街の様子

●商店街（組合組織内部）の情報共有・伝達の迅速化
　本事業で導入したシステムを活用するため月２回（計10回）、勉強会
を開催する中で、参加店舗間においてLINE WORKSでの情報共有が進
み、円滑にコミュニケーションが取れるグループを形成することができま
した。個々の店舗が集客に取り組む以上に、より多くの効果が得られる
エリア集客を実現するため、本事業の一つの到達点として、販促イベン
トの企画・実施に繋がりました。
●ITを活用した販促・集客システム構築
　システムはAIを活用して店舗のイベントやセール等の情報を作成し、
簡単な作業で事前に予約した日時に配信する仕組みを構築。利用媒体
には、情報発信の際にランニングコストがかからず日本語で登録された
情報でも自動翻訳機能によりインバウンドにも有効なGoogle Business 
Profileをはじめ、公式LINE、Instagram、Xにも同時配信できるものと
しました。SNSを活用した宣伝集客は一定の配信頻度での投稿が有効で
あることから、「商店街の繋がり」を活用することで数日分の内容を作成
し、スケジュール配信するとともに、消費者の閲覧結果を分析して見つ
けられやすくする最適化を参加者が身に付けられました。この結果、参
加店舗の売上高は目標の昨年比15％増を大きく上回っています。

②取組の内容と成果

システム概要図

システム画面の一部

※当資料は令和７年２月現在の実績です。
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赤帽滋賀県軽自動車運送協同組合
日本初の軽貨物自動車による軽運送業として誕生した赤帽は、
現在全国44の協同組合を有し、滋賀県組合は昭和54（1979）
年の設立。個人事業主として独立開業した組合員は、組合を中
心に団結し、相互扶助の精神が広く根付いています。

煩雑な消費税計算等の負担を軽減する売上管理システムの再構築事業

組合の概要

　組合員が携わる運送業務には、個々の組合員が顧客から受注する案件のほ
か、組合が受注した引越や緊急輸送などの共同事業、また他の組合員へ配送依
頼を行う「庸

よ う

車
し ゃ

」など、多様な受注形態があります。これらに対し組合・組合
員の双方で業務ごとに異なる手数料率の計算と請求書発行を行っており、以前
より効率化が課題となっていました。インボイス制度の導入や改正電子帳簿保
存法の施行が決まり、個人事業主である組合員の間で事務作業の負担増への
懸念の声が上がるなか、令和４（2022）年11月より売上管理システムの再構築
に向けて検討をスタート。費用面では自己資金とあわせ、中小企業組合DX推
進支援事業補助金を申請し、システムの開発・導入に充てることとしました。

①取組に至る背景・目的

URL https://shiga.akabou.jp

●全国に先駆けたシステム導入から20年を経て
　組合の共同事業で使用している売上管理システムは、専用に開発したオリジナルの
ソフトウエアで平成17（2005）年に導入したものです。それまでは、カーボン複写式伝
票を片手にそろばんをはじく…といった昔ながらのスタイルで、当時としても他業種に
比べてデジタル化は遅れていました。幸いシステム開発を前職とする組合員が加入し
たことで、全国の赤帽組織に先駆けて管理システムの導入が実現。約20年を経た今回
のシステム再構築においても、同じ担当者がベンダーとともに検討を重ね、業務の実
情に即したDX化を目指しました。令和５（2023）年10月を前に再構築を完了した新シ
ステムでは、庸車に関する精算書の書式改良や明細書発行のアプリケーションの改良、
また、一般課税・簡易課税・2割特例など様々な申告方法に対応できるようになりま 
した。
●本来業務への注力で、配車取扱高アップへ
　受注形態ごとに混在する手数料率、消費税率の計算と請求書発行などを効率化でき
たことで、月末売上管理に費やしていた事務作業は大きく軽減。従来、各種売上管理
について月末締め後4.5日を要していたものが、3日で算出できるようになり、毎日の売
上管理についても45分程度の事務作業が軽減されています。バックオフィス業務を効
率化することで本来業務である配送の受注増も見込むことができ、当初、共同事業で
の配送取扱高５％アップを目標にしていたところ、令和６（2024）年１月時点で7％アッ
プを実現しました。組合事務局では日々の売上管理業務における煩雑な事務作業が解
消され、事務員の休日を増やして完全週休二日制への移行を実現。組合員も、従来、
事務作業に充てていた朝夕の時間帯に余裕が生まれ、より安全な運行に注力できるよ
うになり、売上増加を目的とした営業活動にも時間を取れるようになったと好評です。

②取組の内容と成果

システム画面

ロゴ入りの看板とトラック

③今後の展開と目標
　組合員には、年度末の確定申告時に今回の新システムの利便性をより実感されると思います。DX化を推し進める一方
で、紙ベースの帳票類を完全に撤廃することは難しい面もあり、ITリテラシーをいかに高めていくかが大きな課題の一つ
です。スマートフォンのLINEアプリやタクシー配車アプリのような操作性が容易で利便性の高いアプリケーションを導入
できれば、組合員のさらなる負担軽減につながることが期待できます。今後も引き続き組合が主導する形
で業界組織のDX化を推進していきたいと考えています。

01 栗東市下鈎1621
TEL.077-553-1103

［令和５年度］

※当資料は令和６年９月現在の実績です。
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協同組合カーテクセンター湖北
平成５（1993）年設立。自動車整備業を営む組合員が共同で自動車車検整備作
業場と組合事務所を設け、車検事業を行っています。また、組合員が情報共有
できる車検オンライン予約システムを開発し、工場の稼働率を高めています。

組合の概要

長浜市加田町1371番地1
TEL.0749-64-0062

③今後の展開と目標
　オンライン予約システムの導入は利益率の向上、働き方改革につながっており、また、それによるコストやエネルギー
の軽減はCO₂削減に寄与するものでもあります。今後は予約事務の効率化をより一層図るべく、車検予約の時間帯指
定や、入庫する車両の車検回数履歴、車両番号といった入力項目を追加し、システムの改良、機能向上を図る予定で
す。組合の純利益金額の見込みや、それぞれの機能のアップデート費用についての考慮は必要ですが、費用対効果を
視野に検証・検討を進めていきたいと考えています。

02
組合工場の業務効率化に向けた車検オンライン予約システム構築事業［令和５年度］

　組合の運営にあたっては、新たな事業展開や収益性改善の必要性を感じながらも
具体策が浮かばない状況が続いていました。そんななか、中央会より中小企業連携
組織等支援事業を活用した事業計画策定実施の提案があり、専門家の手を借りなが
ら課題を徹底的に洗い出すことに着手。事業計画を検討・策定するために研修を実
施したところ、改善点の一つとして挙がってきたのが車検の予約方法でした。組合
工場の車検予約は、電話やファクシミリで受け付け、ホワイトボードに記入するとい
う旧来の方法で管理していたため、組合員間の情報共有が難しい状況でした。日に
よって入庫数に波ができることで利益率が低下し、勤務時間の超過も慢性化してい
たことから、状況を改善すべく中小企業組合DX推進支援事業補助金を申請し、「車
検オンライン予約システム」の構築に取り組むことを決めました。

①取組に至る背景・目的

組合の車検工場

②取組の内容と成果
●「車検オンライン予約システム」の開発と運用	
　これまでのアナログ方式での車検予約管理による弊害としては、予約が土日
など同じ日に集中しやすい点が挙げられます。組合工場で対応可能な台数を超
過してしまった場合、組合員から車検作業員の出役を要請せねばならず、利益
率が大幅に低下してしまいます。加えて、日によって閑忙に大きな差が生まれ
ることで、稼働率の低さも招いていました。そこで各組合員の営業担当者がオ
ンライン上で工場の車検予約状況を確認できるシステムを開発。これにより空
いている日への入庫誘導が可能になり、予約の集中を防ぐことで工場稼働率の
最適化を図りました。システム稼働後の令和５（2023）年４月～年末の７カ月
間において応援要請を16台削減、24万円の収益改善を実現しています。
●DX化で業務を効率化し、受注増加も
　各自がリアルタイムに入庫台数を把握できるようになったことで、効率の良い入庫が促進され、納車に掛かる時
間も短縮。新規顧客へのアプローチもやりやすくなったと好評で、受注増加にもつながっています。さらには、組
合員の従業員の残業時間を全体で一人当たり月に６時間削減することもできました。
　事業計画では車検予約事務のDX化とあわせて、「大型貨物自動車の整備・車検体制の構築による新市場進出」と
いう２つの柱を設定しています。総額4,400万円を超える設備投資となることから、当初は組合員間でも意見が分
かれましたが、中央会から補助金活用の提案も含めたサポートを受けたこともあり、全組合員一致で事業の実施に
取り組む体制が整いました。特にオンライン予約システムについてはテスト運用を経て、PCだけでなくスマート
フォン対応も可能としたことで、限られた予算内でより使い勝手の良いシステムにすることができました。

オンライン予約システムの画面

※当資料は令和６年９月現在の実績です。
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［令和５年度］

協同組合平和堂同友店会
株式会社平和堂を母店とし、入店する専門店によって昭和49
（1974）年に設立、今年で50周年。組合員の相互扶助の
精神に基づき、共同購入事業、販売促進事業、福利厚生に
関する事業などを主に行っています。

「LINE」を活用した各支部運営のデジタルクーポン発行システム構築事業

組合の概要

彦根市西今町１番地
TEL. 0749-24-1151

　専門店10店舗以上を有する母店ごとに１支部とし、全国63支部を組織して
います。この２～３年で母店の販売促進の手法が従来のチラシからデジタル
へと進展し、新聞の定期購読率の低下によるチラシ発行部数の減少等が顕著と
なったこともあり、組合でも危機感を感じていました。支部単位での集客手法や
情報発信の基盤づくりが急務となるなか、着目したのがLINEアプリ。ユーザー
数は月間約9,700万人、日本での利用率は約83.2％（令和６（2024）年３月末
時点）と、幅広い年齢層の間で欠かせない連絡ツールとなっています。消費者
の行動にマッチした効率的・効果的な手法としてLINE販促へのシフトを加速する
ため、中小企業組合DX推進支援事業補助金を申請し、組合の「IT推進部」を
中心にシステムの開発・導入に着手しました。

①取組に至る背景・目的

3支部合同・支部LINE反省会

③今後の展開と目標
　令和６（2024）年度はおともだち登録数が目標達成に至らない見込みではあるものの、活用の強化を図る方向で３
支部が一致しており、意見と課題を吸い上げるなかで「毎日の配信が楽しみになる仕組み」として、じゃんけんゲーム
やおみくじなど「LINEポイント付加機能」を開発することを決定し、令和６（2024）年秋頃に実施予定です。導入を希
望する支部も増え関心が高まるなかで、次年度も３支部での開設を進める予定となっています。将来的には全支部での
導入を目指すと同時に、クーポンに依存しない企画力に重点を置き、本部として側面からの応援体制を整
備しています。

03

●独自性の高い「支部LINE」の開設へ
　LINEアプリの導入では、本部からの配信ではなく支部を主体とする独自性をもたせた企画・
運営を原則として、「支部LINE」の開設に取り組みました。開発・運営にあたり、IT専門家「パ
ソコン寺子屋」代表で組合副理事長でもある新

に っ

夕
た

早
さ

智
ち

子
こ

 氏と、有限会社エコラボに協力を仰
ぎ、開設に伴うノウハウのレクチャー（開設前研修）と、開設資金の援助、開設後のフォロー
を本部が行いました。すでに先行して独自でLINEを導入している13支部のうち数支部から状
況も聞き取り、導入対象となる支部を募集。意思表明のあった支部のうち地域性、規模の違
いなどを考慮し最終的にアル・プラザ香里園、アル・プラザ水口、アル・プラザ瀬田の３支
部に決定し、３カ月以内の支部LINE開設を目標としてスタートしました。
●課題を吸い上げ、次年度に向けて改善
　事前の会議では組合員に対する目標と計画の共有に加え、不安の解消に取り組み、各支
部が個別契約したサポート会社を含めて運用方法等の具体的な共有を図りました。令和５

（2023）年８～10月に会議を開き、年末商戦前の11月15日までに３支部で導入を完了。配
信後はクーポンの使用率が高くうれしい悲鳴が上がる一方、予算不足に陥り次年度予算に反
映せざるを得ない支部もあり反省点となりました。当初、開設後１年以内のおともだち登録数
の目標を各店5,000人としており、令和６（2024）年６月現在の進捗率は香里園45.4％、水
口27.5％、瀬田11.9％となっています。実働後には課題も見え、大型店ではクーポン参加店
舗が90％を超えた一方、組合員数の少ない店舗では60％を割り、全国チェーンの取り込みの
ほか、掲載店が重複することで飽きられることがないよう工夫も必要となっています。システ
ム細部の改善のほか、告知の強化も求められ、おともだち登録数増加のための接客やクーポ
ン内容の見直しなど「個店力」の向上も大きな課題となっています。

②取組の内容と成果

LINE画面

クーポン画面

URL http://www.hatosen.jp
※当資料は令和６年９月現在の実績です。



─ 12 ─

滋賀県医師協同組合
滋賀県医師会会員の相互扶助の精神を基本に、福祉・互助・融資を目的として昭和41（1966）年に
設立。組合員に対して医療機器や消耗品の斡旋・販売を行うほか、保険・共済、融資や暮らしのサ
ポートなどを行っています。

組合員向け売上管理システムにおける業務効率の改善事業

組合の概要

栗東市綣一丁目10番7号 医協ビル1階
TEL. 077-516-8660

　滋賀県の開業医を組合員とし、組合員813名、賛助会員755名の計1,568名
が加入しています（令和６（2024）年７月現在）。購買部門では、組合員に対し
て医療機器をはじめ医療に関する消耗品や書籍など、多種多様な物品やサービ
スを取り扱っており、毎月、構成員の約４分の１に当たる約400名と取引があ
ります。売上管理については十数年前に導入したシステムを使用していますが、
現在の業務実態に即していないことが課題となっていました。特に、売上伝票
については単票出力が出来ず、納品書・受領書を合わせた３枚が自動で一括出
力されるため、毎月の請求書処理業務では手作業での仕分けとその確認が必要
になるなど、担当職員の負担が生じていました。

①取組に至る背景・目的

●全面的な改善でなく、まずは帳票の改善から着手
　基幹システムを抜本的に改善する必要性を感じているなかで、令和５（2023）年のインボイス制度導入が決ま
り、喫緊にシステムの改修を迫られることになりました。全面的なシステムの入れ替え等は準備期間を考えると難
しいものの、帳票に関する問題点だけでも先行して着手できれば、インボイス対応とあわせて作業でき、費用を抑
えることは可能。同じころ中央会より中小企業組合ＤＸ推進支援事業補助金について案内があったこともあり、補
助金を活用して業務の効率化を進めることにしました。業務上の課題については事務局職員内で洗い出しました
が、システムの課題点については専門知識が必要なため、ベンダーとカスタマイズの詳細を決めていきました。 
●時間外労働を削減し、新規事業の企画や拡販へ
　システムの改善にあたっては、担当職員２名の時間外労働の削減を目標としました。システムの導入によって、これ
まで手間と時間がかかっていた手作業による帳票の仕分けなどがなくなり、稼働から２カ月の時点で、時間外労働時間
を前年に比べ計33時間10分削減することに成功。その結果、当初設定していた時間外労働の削減目標からは達成率
207％となりました。併せて目標としていた効率化による増収増益については、取り扱い製品の価格帯の幅が大きいた
め前年との比較は難しいところですが、商品の拡販などに取り組む時間を確保できたことで、新規事業の企画や既存商
品の販売促進に注力することが可能になり、今後の事業収益の底上げが期待されるところです。

②取組の内容と成果

③今後の展開と目標
　今回のシステム改善事業では、時間外手当等のコスト削減を行うだけでなく、事務局職員が本来業務に注力すること
で事業の充実を図り、組合員の利便性を高めていくことが大きな目的です。この取組をきっかけとして、購買担当職員
をはじめ事務局の全職員の間で業務改善へ向き合う積極的な姿勢も生まれ、各種業務の作業工程の見直しや、基幹シス
テムのさらなる機能強化を図っていきます。また、今回は見送ったその他のシステム改修やバックアップシステム改善な
ども今後は優先して取り組む予定です。ＤＸ化によって、組合員へのより良いサービスを提供できる環境を構築すること
で、組合加入率や事業利用率の向上を目指し、組合事業の発展、事務局職員の雇用安定、優秀な人材確保などにつな
げ、好循環を生み出していきたいと考えています。

04
［令和５年度］

URL https://s-ikyo.or.jp
※当資料は令和６年９月現在の実績です。
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滋賀県学校給食協同組合
中小規模のパン・米飯を製造する事業者により平成27（2015）年に設立。学校給食のパン・米飯の
製造納入を行い、近年では県産小麦100％パンの供給や大規模災害時の食料供給について自治体
との連携なども進めています。

Bto B用パンのオンライン受注システム構築を目指す開発仕様書作成事業

組合の概要

甲賀市水口町宇川1437番地2 滋賀米飯株式会社内 
TEL. 0748-62-7857

③今後の展開と目標
　以前にも学校給食用パン・米飯の受注システムを全国に先駆けて開発しており、その経験からＲＦＰの重要性を認識し
ていたことが今回の目標達成につながったといえます。新規システムの導入では、組合員の意見の取りまとめや顧客へ
の理解醸成など課題も多くありますが、これを「何かを変えるタイミング」と捉え、事業を推進していくことが大切とな
ります。現状、BtoB事業は組合員1件につき年間平均約25万個・販売額約2,000万円ですが、システムの導入により
約20％のアップ、約30万個・約2,400万円への増加が期待できます。 BtoB事業の受注拡大に加え、中小パン製造事
業者において受注事務が省力化できれば生産効率化への効果も生まれると考えています。

05

　各組合員は、学校給食パン製造納入や個人向けパンの製造小売のほか、レス
トランやホテル、病院などBtoBで商業用パンの製造卸売を行っています。BtoB
事業については、現状では各組合員が個々に法人顧客から直接受注しています
が、数量や納期によっては対応できないこともあり、機会損失が生じています。
また、受注を電話やFAX、メールで行っているため、オーダー内容について確
認の連絡を繰り返す必要があり、業務効率化の観点からも対策が課題となって
おり、組合のスケールメリットを生かし、BtoB用パンの共同オンライン受注シス
テムの開発に取り組むことにしました。

①取組に至る背景・目的

●適正な開発費用の比較・判断のために
　第一段階としては、システム開発を行うベンダーに対し、業務内容の実態に即した必
要な要件の定義を行う「ＲＦＰ（提案依頼書／開発仕様書）」の提示が必要となります。
しかし、組合内に専門知識を有する人材はなく、また、課題の洗い出しやＲＦＰの作成
を特定のベンダーに依頼した場合、最終的なシステム開発の発注もそのベンダーに事
実上確定してしまいます。開発には数百万円の費用が発生することが想定されるなか、
適正な開発費用を比較・判断するため、まずＲＦＰの作成のみに限定して専門事業者へ
委託。RFPの作成から開発ベンダーの選定、システム設計、開発、実証実験、本稼働
までは２～３年を要すると考えており、初年度となる令和５（2023）年はRFP作成に係
る費用について、中央会から案内があった中小企業組合ＤＸ推進支援事業補助金を活
用することとしました。
●「仮想共同工場」というイメージを共有
　新システムについては、オンラインでBtoB用パンの受注を行い、各組合工場の稼働
状況を踏まえて製造を割り振るものとします。オンラインでつないだ「仮想共同工場」
を立ち上げるという完成イメージを組合と委託先との間で共有し、検討を重ねました。
見積書や商品仕様書、納期の提示、発注、請求などシステム上で一元化できるものを
想定しており、そのために課題や要望、要件などについて洗い出しを行いました。今回
の事業実施によって、入札に参加する各ベンダーに対し、組合として提示したい詳細を
整理し、ＲＦＰとして取りまとめることができました。これはベンダー選定にあたっては、
組合に対してより最適な提案を引き出すことにつながるものであり、システム開発・導
入のスムーズな実施へ寄与したといえます。今後は令和６（2024）年度中をめどに開
発ベンダーの選定に着手し、翌年度に実証実験、その次年度には本格稼働を実現させ
たい考えています。

②取組の内容と成果

フランスパン

県産小麦の学校給食パン

クロワッサン

［令和５年度］

※当資料は令和６年９月現在の実績です。
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滋賀県下水道保全事業協同組合
滋賀県流域下水道処理施設および幹線管渠の維持管理を主業務として昭和59（1984）年に設立。
一般廃棄物処理業、浄化槽清掃業に携わる組合員21社で構成され、滋賀県より高島浄化センター
の維持管理業務等を受託しています。

受託施設の維持管理における業務効率化システムの基本仕様作成事業

組合の概要

大津市富士見台57番47号 
TEL. 077-533-5400

③今後の展開と目標
　令和６（2024）年に行ったステップ１では当初目標を１００％達成できる見通しで、ステップ２では点検データから水質
検査への分析用データの連携、ステップ３では定期点検を含めたすべてのＤＸ化の実現、ステップ４では図面資料の
デジタル化、および検索・閲覧システムの構築をめざしており、令和８（2026）年11月の完了を目標とするマクロスケ
ジュールを作成しています。特にマニュアルとして作業動画を蓄積し、技術の見える化を進めることができれば、属人
化の防止と経験の共有につながり、昨今の人材不足解消の一助となることが期待されます。
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　組合では設立当初より高島浄化センターの維持管理業務として、施設維持管理業務と水
質試験業務、ポンプ場維持管理業務、幹線管渠の点検業務などを滋賀県より受託していま
す。平成26（2014）年に包括的委託へ変更となって以降、業務が増量・多様化するなかで
効率化への取組が喫緊の課題となっていました。特に点検・検査の業務においては、各担
当者が現場で検査結果を紙の帳票に手書きで記入し、本部に戻ってパソコン入力しており、
二重入力や転記ミス、それらのチェックに手間と時間を要していました。さらに専門知識を
必要とする修繕業務では、現場で設備状況を確認したのちに中央管理室の書庫で設備機器
の図面を探し出し、問題箇所を確認のうえ再び現場に戻り修繕を行っています。この作業工
程は労力の負担も大きく、作業時間が延長することも多いため、人件費などのコストが増
えていることも懸念材料となっていました。

①取組に至る背景・目的

●長期計画を見越し、初期費用について補助金を申請
　地域の暮らしと安全を担う当組合にとって、官公需適格組合として組合員の技術力向上と
BCP（事業継続計画）の推進には業務のDX化は急務であると考え、令和５（2023）年10月、
組合役員と事務局により帳票や図面のデジタル化と管理システムの導入について検討し、
理事会で可決された後、現場による専属の委員会を立ち上げ、ベンダーとともに現状の業
務フローを洗い出すなかで、従来のエクセル管理表の流用や汎用ソフトの使用には限界が
あることが判明し、この業務に特化した専用システムの構築を決定。ただし、予算確保の問
題のほか、特に日常巡視点検業務でのデジタル化が急がれることもあり、２～３年度をかけ
１～４のステップを設けて段階的にシステム導入を行うこととしました。ステップ１では日
常巡視点検業務の一部に限定してＤＸ化を進め、ハードウエアを含めたベースシステムの構
築を目標に掲げ、その費用の一部として中小企業組合ＤＸ推進支援事業補助金を申請しま 
した。
●現場を担当する若手を中心に専属委員会を設置
　初期段階としては現場作業の負担軽減を第一の目的とし、ベンダーに対象データを提供
して実務に即したソフトおよびハードウエアの構成を行いました。現時点では従来のエクセ
ル表を踏襲していますが、入力時に数値の異常を知らせる機能を設けてミスを防ぐほか、今
後の拡張のためのベースを作り上げ、本部と現場をつなぐクラウドサーバーにデータベー
スシステムを構築しています。迅速にＤＸ化を進めることができた背景には、若手職員を中
心に専属委員会を設置したことが挙げられます。現場の声が生かせるのはもちろんＩＴリテ
ラシーが比較的高く、ＤＸ化が自らの業務効率化にダイレクトにつながるという実感もプロ
ジェクトの大きな推進力となりました。タブレットの導入においても、機能の要不要を吟味
したスペックの選定や、持ち歩きに適した重量への配慮などを行いました。また、キャリア
電波が届きにくい地下が主な作業現場であることに着目し、各施設にＷｉ-Ｆｉを導入。通信費
においてランニングコストのカットを図ることもできました。

②取組の内容と成果

若手職員を中心とした
DX化の専属委員会

現場の実情など意見を
出し合い、システムを構築

［令和５年度］

※当資料は令和６年９月現在の実績です。
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